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第3章　請求及び申請の手続

１　請求及び申請の手続の主な流れ
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	任　命　権　者
	基金長野県支部

	災　害　発　生
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次　ペ　ー　ジ　へ
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	





　　　＜療養補償、傷病補償年金、障害補償の場合＞

	
	被　災　職　員
	医　療　機　関
	所属・任命権者
	基金長野県支部

	
療養補償請求

療　養　補　償
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◎療養の
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傷病補償年金
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	被　災　職　員
	医　療　機　関
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	基金長野県支部

	◎ 治 ゆ 報 告
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	・治ゆ認定

・療養補償の終了


・障害がない場合は、

補償終了

・障害等級の決定






2 認定請求

　(1)　認定請求手続

1 災害が発生したら

所属長は、職員が被災した報告を受けたときは、速やかに任命権者に報告し、認定請求に必要な用紙を基金長野県支部のホームページからダウンロードし被災職員等へ交付して下さい。

認定請求に必要な書類は、98ページ以下のとおりです。

2 認定請求

認定請求は、被災職員（死亡の場合は遺族。以下同じ）が、「公務災害認定請求書」又は「通勤災害認定請求書」に必要な添付書類を添付して、任命権者を経由し、基金支部へ行います。

任命権者は、被災職員の認定請求手続に際して、必要な証明を求められた場合は、速やかに証明し、被災職員が事故その他の理由により、自ら手続を行うことが困難な場合は、助力しなければなりません。（規則第49条）

また、任命権者は、認定請求がなされた場合は、意見を付すこととされています。（法第45条第2項）

　(2)　認定及び通知

　基金支部は、認定請求があったときは、その内容を認定基準により審査し、公務上外又は通勤災害該当非該当の認定を行います。

認定を行ったときは、その内容を請求者及び任命権者へ通知します。

	　　　　　　　　　　

　　　災害が発生したら、その災害が公務災害・通勤災害の認定

　　　基準に該当するか検討してください。

　　　公務災害の認定基準……………28ページ

　　　通勤災害の認定基準……………48ページ



	　　　

　　　請求者は、認定結果を必ず医療機関へ連絡して下さい。

　　　　公務災害又は通勤災害として認められなかった場合で

　　　　も医療機関へ連絡して下さい。この場合には、共済組

　　　　合員証等を使用して治療費を支払っていただくことに

　　　　なります。




　(3)　傷病名追加及び再発認定

①　傷病名追加認定

  傷病名追加とは、公務災害又は通勤災害の認定請求を行った後、治ゆの認定を受けるまでの間に、当初の災害と相当因果関係をもって傷病が新たに生じ、その傷病に関し療養を必要とする場合をいいます。

傷病名追加と認められるのは次の場合です。

ア　被災後の精密検査等の結果によって当初の認定請求の際に確認されなかった傷病が判明した場合。（本来診断されるべき傷病が、当初の診断書に記載されていなかった場合等）

イ　当初認定した傷病に起因して、療養中に新たに別の傷病が発生した場合。

　当初認定された傷病以外の傷病について必要な補償を受けるためには、改めて傷病名追加の認定請求を行うことになります。この場合、認定請求書は、「公務災害認定請求書」又は「通勤災害認定請求書」の様式を用い、「傷病名追加」と朱書します。

②　再発認定

再発とは、公務又は通勤により生じた傷病がいったん治ゆした後において、その傷病又はその傷病と相当因果関係をもって生じた傷病に関し、再び療養を必要とするに至ったことをいいます。

再発と認められるのは次のいずれかの場合です。

　ア　傷病がいったん治ゆした後に、自然的経過により症状が悪化した場合

　イ　当該傷病について、もはや医療効果が期待できないために治ゆと認定された後に、医学の進歩等により医療効果が期待されるようになった場合

　　したがって、傷病が治ゆした後に別の災害を受けた場合、又は治ゆ認定に瑕疵があり、実際にはまだ治っていなかった場合はここにいう再発には当たりません。

　　初発傷病と再発傷病とは必ずしも同一の傷病名であることを要しません。また、初発傷病の原因となった事故と相当因果関係をもって発症した傷病についても、再発として取り扱います。

　再発傷病について、必要な補償を受けるためには、改めて再発の認定請求を行うことになります。この場合、認定請求書は「公務災害認定請求書」又は「通勤災害認定請求書」の様式を用い「再発」と朱書します。

３　補償請求・福祉事業申請

　(1)　補償請求手続

被災職員は、前記2により公務上又は通勤災害該当の認定を受けたときは、補償を受ける権利を取得しますので、各補償の事由に該当したときは、速やかに「療養の給付請求書」（様式第5号）を除き任命権者を経由して基金支部へ請求書を提出することが必要です。

補償請求に必要な書類は135ページのとおりです。

各補償の請求手続は、次のとおりです。

1 療養補償

公務災害又は通勤災害の認定通知書を受け取ったら、医療機関に認定通知書を提示し、療養補償を受ける手続を行ってください。（治療行為が終了している場合も認定通知書を提示して公務災害又は通勤災害として認定された旨連絡して下さい。）

　なお、指定医療機関を受診した場合と指定医療機関以外の医療機関を受診した場合及び本人が治療費を自己負担した場合では請求手続が異なります。

(ｱ)　指定医療機関（65ページ参照）を受診した場合

「療養の給付請求書」（様式第5号）を療養を受ける指定医療機関経由で基金支部へ提出します。

療養費は、指定医療機関から直接基金支部へ請求されますので、以後被災職員は請求手続をする必要はありません。

(ｲ)　指定医療機関以外の医療機関を受診した場合

「療養補償請求書」（様式第6号）の必要事項の記入を医療機関に依頼し、任命権者経由で基金支部へ提出します。

　この場合、医療機関の代表者に受領を委任するという方法で基金支部へ請求することになり、療養費は直接医療機関へ支払われます。


　　　　(ｳ)　本人が治療費を自己負担した場合（診断書、療養器材、通院費等）

　医療機関等からの請求でやむを得ず自己負担した場合は、「療養補償請求書」（様式第6号）に領収書を添付し、医療機関で診療内容の記入及び証明を受け任命権者を経由して基金支部へ請求します。



(ｴ)　共済組合員証を使用した場合

公務災害又は通勤災害の認定を受けた傷病については、原則として共済組合員証を使用することはできません。認定前の場合でやむを得ず共済組合員証を使用した場合は認定後に以下の手続きをしてください。

・認定通知書が届いた時点で、共済組合に公務又は通勤災害と認定されたことを申し出てください。

・認定通知書が届いた時点で、医療機関が共済組合等に療養費の請求をしていない場合は、医療機関に初診時にさかのぼって公務災害補償扱いに変更をするよう依頼してください。

・認定通知書が届いた時点で、既に医療機関が共済組合等に療養費の請求をしてしまった場合は、既請求分以降の療養費は公務災害扱いに変更するよう依頼してください。請求済みの療養費については、医療機関と共済組合等との調整が必要となります。具体的な方法として(ｱ)基金支部と共済組合等とで直接調整する方法と、(ｲ)医療機関が共済組合等へ療養費を返戻し、改めて医療機関から基金支部へ請求する方法の2つがあります。

　請求はなるべく毎月行うこと、医療機関へ支払うべき療養費とその他の療養費とは別々に請求することに注意してください。　

②　休業補償、障害補償、介護補償、遺族補償及び葬祭補償

それぞれ各請求書を任命権者を経由して基金支部へ提出します。

③　傷病補償年金

　公務上の災害又は通勤による災害を受け、その療養開始後1年6か月を経過した日において当該傷病が治ゆしていない場合、支部長に対し、「療養の現状等に関する報告」(77ページ参照）を提出することになりますが、この報告に基づき基金支部が支給を決定しますので、被災職員からの請求行為は必要ありません。しかし被災職員が傷病補償年金の支給事由に該当すると判断した場合等は基金に対してその確認の申請を行うこともできます。

　(2)　福祉事業申請手続

被災職員は、各福祉事業の事由に該当したときは、速やかに任命権者を経由して基金支部へ申請書を提出することが必要です。

福祉事業申請に必要な書類は、135ページのとおりです。

各福祉事業の申請手続は、次のとおりです。

1 　休業援護金、障害特別支給金、障害特別援護金、障害特別給付金、遺族特別支給金、遺族特　別援護金、遺族特別給付金及び障害差額特別給付金

各申請書は、相当する各補償の請求書と同一用紙となっていますので、補償請求と同時に申請することとなります。

2 外科後処置、アフターケア、リハビリテーション、補装具、休養、在宅介護を行う介護人の派遣に関する事業、奨学援護金、就労保育援護金、傷病特別支給金及び傷病特別給付金、長期家族介護者援護金、旅行費

　　各申請書を任命権者を経由して、基金支部へ提出します。

(3) 　補償（福祉事業）決定、通知及び支払

　基金支部は、補償請求（福祉事業申請）があったときは、これを審査し、支給又は不支給を決定し、その内容を請求者（申請者）及び任命権者へ通知します。

　支払は、決定後の支払期日に、指定された口座（医療機関へ受領委任されたときは、その口座）へ振込等により行います。

　(4)　時　　効

補償を受ける権利は、その権利の発生した日から、療養補償、休業補償、介護補償及び葬祭補償については2年間、障害補償及び遺族補償については5年間行わないときは、時効により消滅します。

なお、時効期間の経過前に、補償を受ける原因となった災害について基金に認定請求をした場合は、基金が当該災害について公務上又は通勤による災害と認定したことを請求者が知り得た日の翌日から起算することとされています。

また、傷病補償年金は、請求によらず基金支部が決定するため、時効はありません。

　時効の起算は、一般の補償については、補償を受ける権利が発生した日、介護補償については、介護を受けた日の属する月の末日、介護補償に係る未支給の補償については、職員が死亡した日の属する月に係るものにあっては職員の死亡した日、その他の月に係るものにあっては介護を受けた日の属する月の末日のそれぞれ翌日から起算するものです。

県内指定医療機関一覧表

国立病院機構

	名　　　　　　　　　　　称
	所在地
	電　話　番　号

	小諸高原病院
	小諸市
	0267-22-0870

	まつもと医療センター
	松本市
	0263-58-4567

	信州上田医療センター
	上田市
	0268-22-1890

	東長野病院
	長野市
	026-296-1111


国立大学法人

	信州大学医学部附属病院
	松本市
	0263-35-4600


厚生連

	佐久総合病院
	佐久市
	0267-82-3131

	佐久総合病院佐久医療センター
	  〃
	0267-62-8181

	佐久総合病院小海分院
	小海町
	0267-92-2077

	佐久総合病院小海診療所
	〃
	0267-92-2163

	浅間南麓こもろ医療センター
	小諸市
	0267-22-1070

	浅間南麓こもろ医療センター附属美里診療所
	〃
	0267-22-0901

	北アルプス医療センターあづみ病院
	池田町
	0261-62-3166

	北アルプス医療センター白馬診療所
	白馬村
	0261-75-4123

	北アルプス医療センターメンタルケアセンターあづみ
	池田町
	0261-62-9830

	北アルプス医療センターあるぷすメンタルクリニック
	松本市
	0263-39-6868

	長野松代総合病院
	長野市
	026-278-2031

	長野松代総合病院附属若穂病院
	〃
	026-282-7111

	長野松代総合病院附属ちくま診療所
	千曲市
	026-273-8511

	北信総合病院
	中野市
	0269-22-2151

	北信総合病院附属北信州診療所
	飯山市
	0269-65-1200

	鹿教湯病院
	上田市
	0268-44-2111

	豊殿診療所
	〃
	0268-29-1220

	三才山病院
	〃
	0268-44-2321

	南長野医療センター新町病院
	長野市
	026-262-3111

	南長野医療センター篠ノ井総合病院
	〃
	026-292-2261

	富士見高原医療福祉センター富士見高原病院
	富士見町
	0266-62-3030

	富士見高原医療福祉センター中新田診療所
	原村
	0266-70-1331

	富士見高原医療福祉センターみすず診療所
	伊那市
	0265-71-5556

	富士見高原医療福祉センターみづうみ診療所
	諏訪市
	0266-54-2112

	富士見高原医療福祉センター両小野診療所
	辰野町
	0266-46-2017

	富士見高原医療福祉センター西箕輪診療所
	伊那市
	0265-73-3351

	下伊那厚生病院
	高森町
	0265-35-7511


赤十字

	名　　　　　　　　　　　称
	所　　在　　地
	電　話　番　号

	川西赤十字病院
	佐久市
	0267-53-3011

	諏訪赤十字病院
	諏訪市
	0266-52-6111

	下伊那赤十字病院
	松川町
	0265-36-2255

	安曇野赤十字病院
	安曇野市
	0263-72-3170

	長野赤十字病院
	長野市
	026-226-4131

	飯山赤十字病院
	飯山市
	0269-62-4195


公立

	佐久市立国保浅間総合病院
	佐久市
	0267-67-2295

	佐久穂町立千曲病院
	佐久穂町
	0267-86-2360

	軽井沢町国保軽井沢病院
	軽井沢町
	0267-45-5111

	国保依田窪病院
	長和町
	0268-68-2036

	東御市民病院
	東御市
	0268-62-0050

	組合立諏訪中央病院
	茅野市
	0266-72-1000

	リバーサイドクリニック
	〃　
	0266-72-7010

	北山診療所
	〃
	0266-78-2310

	岡谷市民病院
	岡谷市
	0266-23-8000

	県立こころの医療センター駒ヶ根
	駒ヶ根市
	0265-83-3181

	伊那中央病院
	伊那市
	0265-72-3121

	昭和伊南総合病院
	駒ヶ根市
	0265-82-2121

	町立辰野病院
	辰野町
	0266-41-0238

	県立阿南病院
	阿南町
	0260-22-2121

	飯田市立病院
	飯田市
	0265-21-1255

	〃高松診療所
	〃
	0265-22-5060

	県立木曽病院
	木曽町
	0264-22-2703

	四賀の里クリニック
	松本市
	0263-64-2027

	松本市立病院
	〃
	0263-92-3027

	県立こども病院
	安曇野市
	0263-73-6700

	市立大町総合病院
	大町市
	0261-22-0415

	長野市民病院
	長野市
	026-295-1199

	県立総合リハビリテーションセンター
	〃
	026-296-3953

	県立信州医療センター
	須坂市
	026-245-1650

	信濃町立信越病院
	信濃町
	026-255-3100

	町立飯綱病院
	飯綱町
	026-253-2248

	坂下病院
	岐阜県中津川市
	0573-75-3118

	町立津南病院
	新潟県津南町
	025-765-3161


４　平均給与額

災害補償の支給額は、療養補償及び介護補償を除き、すべて「平均給与額」を基礎としてこれに一定の割合又は日数を乗ずることにより決定されますから、平均給与額は誤りなく計算されなくてはなりません。
　(1)　平均給与額の算定の基礎となる給与の種類

平均給与額の算定の基礎となる給与の種類は、給料（給料の調整額及び教職調整額を含む。）、管理職手当、初任給調整手当、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、特地勤務手当（これに準ずる手当を含む。）、へき地手当（これに準ずる手当を含む。）農林漁業改良普及手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、義務教育等教員特別手当、定時制通信教育手当、産業教育手当、寒冷地手当及び地方公営企業職員に支給される手当（臨時に支給されるもの及び寒冷地手当に相当するもの以外の3か月を超える期間ごとに支給されるものを除く。）であり、期末・勤勉手当は、この給与に含まれません。

ただし、施行令第1条に規定する常勤的非常勤職員の場合は、前記の給与に相当する給与とされています。

また、平成13年4月1日から平成14年11月30日までの間に支払われた特別一時金もこれらの給与に含むこととされています。

なお、通勤手当について平均給与額の算定期間前にまとめて支給される場合は、その額を支給単位期間で除して1月当たりの通勤手当額を算出します。

(2) 平均給与額の算定方法（153ページ参照）

Ａ　原則計算（法第2条第4項本文）

負傷若しくは死亡の原因である事故の発生の日又は診断によって疾病の発生が確定した日（以下「災害発生の日」という。）の属する月の前月の末日から起算して過去3か月間（この期間内に職員となった者については、その職員になった日までの間）にその職員に対して支払われた給与の総額を、その期間の総日数（暦日数）で除して得た額です。

この場合「過去3か月間にその職員に対して支払われた給与の総額」とは、その間の勤務に対して支払われるべき給与の意味です。したがって、その間の給与が遡及して改定された場合には改定後の額により、また、時間外勤務手当のように給与支給事務上、勤務した月の翌月等に支払われる給与については、勤務した月に支払われた給与として取り扱います。

寒冷地手当は、災害発生の日において同手当支給地域に在勤し、かつ、災害発生の日以前における直近の支給日に同手当を受けた場合に限り、支給を受けた額の365分の1に平均給与額の算定の基礎となる総日数を乗じて得た額を「給与の総額」に加えます。

また、特例一時金は、被災職員が特例一時金の支給を受けた場合であって、平均給与額の算定期間に条例等に定める特例一時金の基準期間があるときは、特例一時金を１２で除して得た額に、平均給与額の基準期間内の月数を乗じて得た額を「給与の総額」に加えます。





・過去3か月以内に職員となった者



Ｂ　最低保障計算（法第2条第4項ただし書）

過去3か月間の給与の全部又は一部が、勤務した日若しくは時間によって算定され、又は出来高払制によって定められている場合の計算です。

1 一部出来高給の場合

2 全部出来高給の場合


Ｃ　控除計算（法第2条第6項）

過去3か月間に次の事由（控除事由）により、勤務することができなかった期間がある場合の計算です。

1 負傷し、又は疾病にかかり、療養のために勤務することができなかった日

2 　被災職員が、出産の予定日の6週間（多胎妊娠の場合にあっては14週間）前から出産後8週間以内において勤務しなかった日

3 　育児休業の承認を受けて勤務しなかった日、承認を受けて育児短時間勤務をした日及び部分休業の承認を受けて育児のため1日の勤務時間の一部について勤務しなかった日

4 介護のために承認を受けて勤務しなかった日

5 地方公共団体等の責めに帰すべき事由によって勤務することができなかった日

6 職員団体の業務に専ら従事するための許可を受けて勤務しなかった日

7 親族の傷病の看護のため勤務することができなかった日

8 休暇に関する条例等により、組合休暇を与えられて勤務しなかった日

 控除日数には、1日の一部が控除事由に該当する日も含まれ、また、勤務を要しない日、国　 

 民の祝日に関する法律による休日、年末年始の休日であっても控除事由に該当する場合は含ま 

 れます。


Ｄ　採用の日の属する月に災害を受けた場合等の計算（規則第3条第1項）

1 給与を受けない期間が過去3か月間の全日数にわたる場合


2 控除事由に該当する日が過去3か月間の全日数にわたる場合


3 採用の日の属する月に災害を受けた場合


Ｅ　採用の日に災害を受けた場合の計算（規則第3条第2項）


※1　｢基本的給与の額」に含まれる給与の種類

・給料の月額

・扶養手当の月額

・給料及び扶養手当の月額に対する調整手当の月額

・特地勤務手当(これに準ずる手当を含む。）の月額

・へき地手当（これに準ずる手当を含む。）の月額

※2　常勤的非常勤職員で給与が日額で定められている場合



注　日数は、①　土曜日を休日としている地方公共団体等　21


②　第2土曜日及び第4土曜日を休日としている地方公共団体等　23


③　①、②以外の地方公共団体等　25

Ｆ　比較計算（規則第3条第3項）

ＡからＥまでの計算は災害発生当時に行う補償の基礎としては妥当なものといえますが、数年もの長期間にわたって療養を行った後に障害を残して治ゆしたため障害補償の支給事由が生ずる場合においてもなお当初の平均給与額を基礎とする方法は、その間の給与水準の変化などを考慮すれば必ずしも妥当なものとはいえず、均衡上公正を欠く場合も生ずるのでこれを防止するために、補償を行うべき事由の生じた日（以下「補償事由発生日」という。）を採用の日とみなしてＥによる方法の計算をして比較を行うこととされています。

※　「基本的給与の額」に含まれる給与の種類はＥの場合と同じです。

※　常勤的非常勤職員の給与が日額で定められている場合の計算はＥの※2の計算方法と同じです。

※　「補償事由発生日」とは、補償の種類ごとに次の掲げる日をいいます。

・休業補償……療養のため勤務することができず、給与を受けない日

・傷病補償年金……療養開始後1年6か月を経過した日以後において治ゆせず、かつ、傷病による障害の程度が傷病等級に該当することとなった日

・障害補償……負傷又は疾症が治り障害等級に該当することとなった日

・遺族補償、葬祭補償……死亡した日

Ｇ　 災害発生の日の属する年度の翌々年度以降に補償事由が生じた場合の計算（規則第3条第4項）

年金たる補償に完全自動給与スライド制が施行されたことに伴い、災害発生の日の属する年度の翌々年度以降に補償を行うべき事由が生じた場合に、年金たる補償に係る平均給与額の取扱いとの均衡を考慮した計算です。

災害発生の日を補償事由発生日とみなして前記ＡからＥにより計算した平均給与額に災害発生の日の属する期間の区分に応じて総務大臣が定める率（年金スライド率と同じ率）を乗じて得た額です。


Ｈ　離職後に補償を行うべき事由が生じた場合の計算
職員の離職後に補償を行うべき事由の生じた場合には、離職時に占めていた職に引き続き在職していたとするならば同日において受けることとなる基本的給与（離職時の等級号俸を固定し、かつ、離職後は扶養親族の異動がなかったものとする。）を30で除したものとなります。


Ｉ　 離職後に補償を行うべき事由が生じ、かつ、補償事由発生日が災害発生の日の属する年度の翌々年度以降に属する場合の計算
当該災害発生日を補償事由発生日とみなしてＨにより計算した額を補償事由発生日における比較計算による額としてＧの例により平均給与額を算出します。



Ｊ　Ｈ及びＩの金額以外の規則第3条第6項による金額が平均給与額となります。

Ｋ　最低保障額（規則第3条第7項）

年金たる補償以外の補償については、Ａ～Ｊによる計算方法により算定した額が、総務大臣の定めた額未満のときは、総務大臣の定めた額を平均給与額とします。

令和５年度の額は、3,980円と定められています。

Ｌ　最低限度額及び最高限度額（法第2条第11項、第13項）

年金たる補償及び長期療養者の休業補償（療養開始後1年6か月を経過した以後分）に係る平均給与額については、年齢階層ごとの最低限度額及び最高限度額が定められています。

被災職員の平均給与額として計算した額が、最低限度額を下回り、又は最高限度額を超える場合は、それぞれ当該最低限度額、又は最高限度額が平均給与額となります。

※　「年齢階層」とは、被災職員の毎年度の4月1日現在の年齢の属する年齢階層をいいます。なお、遺族補償年金を支給すべき場合にあっては、被災職員の死亡がなかったものとして計算した場合に得られる4月1日現在の年齢によって判断します。

平均給与額の最低限度額及び最高限度額

	（令和４年４月1日～令和５年3月31日）
	
	（令和５年4月1日～）

	年　齢　階　層
	最低限度額
	最高限度額
	
	年　齢　階　層
	最低限度額
	最高限度額

	20歳未満
	4,941円
	12,957円
	
	20歳未満
	5,166円
	13,207円

	20歳以上25歳未満
	5,436円
	12,957円
	
	20歳以上25歳未満
	5,691円
	13,207円

	25歳以上30歳未満
	6,049円
	13,985円
	
	25歳以上30歳未満
	6,194円
	14,410円

	30歳以上35歳未満
	6,272円
	16,696円
	
	30歳以上35歳未満
	6,574円
	17,067円

	35歳以上40歳未満
	6,693円
	19,689円
	
	35歳以上40歳未満
	6,782円
	19,457円

	40歳以上45歳未満
	7,049円
	21,505円
	
	40歳以上45歳未満
	7,139円
	21,258円

	45歳以上50歳未満
	7,096円
	22,898円
	
	45歳以上50歳未満
	7,212円
	22,444円

	50歳以上55歳未満
	6,994円
	25,189円
	
	50歳以上55歳未満
	7,109円
	24,625円

	55歳以上60歳未満
	6,570円
	25,319円
	
	55歳以上60歳未満
	6,698円
	24,863円

	60歳以上65歳未満
	5,473円
	21,022円
	
	60歳以上65歳未満
	5,651円
	21,245円

	65歳以上70歳未満
	3,940円
	16,117円
	
	65歳以上70歳未満
	3,980円
	15,827円

	70歳以上
	3,940円
	12,957円
	
	70歳以上
	3,980円
	13,207円


(3) 年金たる補償に係る平均給与額の改定（法第2条第9項）

年金たる補償に係る平均給与額については、前年度の4月1日における国家公務員の給与水準の変動率を基準として総務大臣が定める率（スライド率）により4月以降の額が改定されます。

平成2年度以前においては、国家公務員の給与水準の変動率が6％を超えるに至ったときに改定が行われていましたが、平成3年度からは変動率の大小にかかわらず国家公務員の給与水準の変動率を基準に改定が行われます。

	 　
	支給すべき年金の属する期間
	
	S62.4.1
	H2.4.1
	H3.4.1
	H4.4.1
	H5.4.1
	H6.4.1
	H7.4.1
	H8.4.1
	H9.4.1
	H10.4.1

	
	年金たる補償を支給すべき事由 
が生じた日の属する期間の区分 
	
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～

	
	
	
	H2.3.31
	H3.3.31
	H4.3.31
	H5.3.31
	H6.3.31
	H7.3.31
	H8.3.31
	H9.3.31
	H10.3.31
	H11.3.31

	Ｓ60.6.30以前
	1.08 
	1.17 
	1.21 
	1.26 
	1.31 
	1.34 
	1.36 
	1.39 
	1.42 
	1.44 

	Ｓ60.7.1　～　Ｓ61.3.31まで
	1.02 
	1.10 
	1.15 
	1.19 
	1.23 
	1.26 
	1.29 
	1.31 
	1.34 
	1.37 

	Ｓ61.4.1　～　Ｓ62.3.31まで
	－
	1.08 
	1.12 
	1.17 
	1.21 
	1.24 
	1.26 
	1.28 
	1.31 
	1.34 

	Ｓ62.4.1　～　Ｓ63.3.31まで
	－
	1.06 
	1.10 
	1.15 
	1.19 
	1.21 
	1.24 
	1.26 
	1.29 
	1.31 

	Ｓ63.4.1　～　Ｈ元3.31まで
	－
	1.03 
	1.08 
	1.12 
	1.16 
	1.18 
	1.21 
	1.23 
	1.25 
	1.28 

	Ｈ元4.1　～　Ｈ2.3.31まで
	－
	－
	1.04 
	1.08 
	1.12 
	1.15 
	1.17 
	1.19 
	1.21 
	1.24 

	Ｈ2.4.1   ～　Ｈ3.3.31まで
	－
	－
	－
	1.04 
	1.07 
	1.10 
	1.12 
	1.14 
	1.17 
	1.19 

	Ｈ3.4.1   ～　Ｈ4.3.31まで
	－
	－
	－
	－
	1.04 
	1.06 
	1.08 
	1.10 
	1.12 
	1.15 

	Ｈ4.4.1   ～  Ｈ5.3.31まで
	－
	－
	－
	－
	－
	1.02 
	1.04 
	1.06 
	1.09 
	1.11 

	Ｈ5.4.1   ～　Ｈ6.3.31まで
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	1.02 
	1.04 
	1.06 
	1.08 

	Ｈ6.4.1   ～  Ｈ7.3.31まで
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	1.02 
	1.04 
	1.06 

	Ｈ7.4.1   ～  Ｈ8.3.31まで
	
	
	
	
	
	
	
	－
	1.02 
	1.04 

	Ｈ8.4.1   ～  Ｈ9.3.31まで
	
	
	
	
	
	
	
	
	－
	1.02


	
	支給すべき年金の属する期
	
	H11.4.1
	H12.4.1
	H13.4.1
	H14.4.1
	H15.4.1
	H16.4.1
	H17.4.1
	H18.4.1
	H19.4.1
	H20.4.1
	H21.4.1

	
	年金たる補償を支給すべき事由が
生じた日の属する期間の区分 
	 
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～

	
	
	
	H12.3.31
	H13.3.31
	H14.3.31
	H15.3.31
	H16.3.31
	H17.3.31
	H18.3.31
	H19.3.31
	H20.3.31
	H21.3.31
	H22.3.31

	Ｓ60.6.30以前
	1.47 
	1.49 
	1.51 
	1.51 
	1.48 
	1.46 
	1.46 
	1.46 
	1.46 
	1.46 
	1.46 
	

	Ｓ60.7.1　～　Ｓ61.3.31まで
	
	1.39 
	1.41 
	1.43 
	1.43 
	1.40 
	1.38 
	1.38 
	1.38 
	1.38 
	1.38 
	1.38 
	

	Ｓ61.4.1　～　Ｓ62.3.31まで
	
	1.36 
	1.38 
	1.39 
	1.39 
	1.37 
	1.35 
	1.35 
	1.35 
	1.35 
	1.35 
	1.35 
	

	Ｓ62.4.1　～　Ｓ63.3.31まで
	
	1.34 
	1.36 
	1.37 
	1.37 
	1.34 
	1.33 
	1.33 
	1.32 
	1.32 
	1.33 
	1.33 
	

	Ｓ63.4.1　～　Ｈ元.3.31まで
	
	1.30 
	1.32 
	1.34 
	1.34 
	1.31 
	1.30 
	1.29
	1.29
	1.29
	1.29
	1.29
	

	Ｈ元.4.1  ～  Ｈ2.3.31まで
	
	1.26 
	1.28 
	1.29 
	1.29 
	1.27 
	1.25 
	1.25 
	1.25 
	1.25 
	1.25 
	1.25 
	

	Ｈ2.4.1   ～  Ｈ3.3.31まで
	
	1.21 
	1.23 
	1.24 
	1.24 
	1.22 
	1.20 
	1.20 
	1.20 
	1.20 
	1.20 
	1.20 
	

	Ｈ3.4.1   ～  Ｈ4.3.31まで
	
	1.17 
	1.18 
	1.20 
	1.20 
	1.17 
	1.16 
	1.16 
	1.16 
	1.16 
	1.16 
	1.16 
	

	Ｈ4.4.1   ～  Ｈ5.3.31まで
	
	1.13 
	1.14 
	1.16 
	1.16 
	1.13 
	1.12 
	1.12 
	1.12 
	1.12 
	1.12 
	1.12 
	

	Ｈ5.4.1   ～  Ｈ6.3.31まで
	
	1.10 
	1.12 
	1.13 
	1.13 
	1.11 
	1.09 
	1.09 
	1.09 
	1.09 
	1.09 
	1.09 
	

	Ｈ6.4.1   ～  Ｈ7.3.31まで
	
	1.08 
	1.09 
	1.11 
	1.11 
	1.08 
	1.07 
	1.07 
	1.07 
	1.07 
	1.07 
	1.07 
	

	Ｈ7.4.1   ～  Ｈ8.3.31まで
	
	1.06 
	1.07 
	1.09 
	1.09 
	1.06 
	1.05 
	1.05 
	1.05 
	1.05 
	1.05 
	1.05 
	

	Ｈ8.4.1   ～  Ｈ9.3.31まで
	
	1.04 
	1.05 
	1.06 
	1.07 
	1.04 
	1.03 
	1.03 
	1.03 
	1.03 
	1.03 
	1.03 
	

	Ｈ9.4.1   ～  Ｈ10.3.31まで
	
	1.02 
	1.03 
	1.04 
	1.04 
	1.02 
	1.01 
	1.01 
	1.01 
	1.01 
	1.01 
	1.01 
	

	Ｈ10.4.1  ～  Ｈ11.3.31まで
	
	－
	1.01 
	1.02 
	1.02 
	1.00 
	0.99 
	0.99 
	0.99 
	0.99 
	0.99 
	0.99 
	

	Ｈ11.4.1  ～  Ｈ12.3.31まで
	
	－
	－
	1.01 
	1.01 
	0.99 
	0.98 
	0.98 
	0.98 
	0.98 
	0.98 
	0.98 
	

	Ｈ12.4.1  ～  Ｈ13.3.31まで
	
	－
	－
	－
	1.00 
	0.98 
	0.97 
	0.97 
	0.97 
	0.97 
	0.97 
	0.97 
	

	Ｈ13.4.1  ～  Ｈ14.3.31まで
	
	－
	－
	－
	－
	0.98 
	0.97 
	0.97 
	0.97 
	0.97 
	0.97 
	0.97 
	

	Ｈ14.4.1  ～  Ｈ15.3.31まで
	
	－
	－
	－
	－
	－
	0.99 
	0.99 
	0.99 
	0.99 
	0.99 
	0.99 
	

	Ｈ15.4.1  ～  Ｈ16.3.31まで
	
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	

	Ｈ16.4.1  ～  Ｈ17.3.31まで
	
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	

	Ｈ17.4.1  ～  Ｈ18.3.31まで
	
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	1.00
	1.00
	1.00
	

	Ｈ18.4.1  ～  Ｈ19.3.31まで
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	－
	1.00
	1.00
	

	Ｈ19.4.1  ～  Ｈ20.3.31まで
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	－
	1.00
	


注  1 （注）この早見表は、法第2条第9項（平成3年3月31日までは則附則第4条の9）及び則第3条第4項の規定に基づき

総務大臣が定める率をまとめたものである。

2   則第3条第4項の計算を行う際にこの早見表を使う場合には、表中「支給すべき年金」とあるのは「補償事由発生日」と、

「年金たる補償を支給すべき事由が生じた日」とあるのは「災害発生の日」と読み替える。

	
	支給すべき年金の属する期
	
	H22.4.1
	H23.4.1
	H24.4.1
	H25.4.1
	H26.4.1
	H27.4.1
	H28.4.1
	H29.4.1
	H30.4.1
	H31.4.1
	R2.4.1

	
	年金たる補償を支給すべき事由が

生じた日の属する期間の区分 
	 
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～
	～

	
	
	
	H23.3.31
	H24.3.31
	H25.3.31
	H26.3.31
	H27.3.31
	H28.3.31
	H29.3.31
	H30.3.31
	H31.3.31
	R2.3.31
	R3.3.31

	Ｓ60.6.30以前
	1.46
	1.46
	1.45
	1.45
	1.45
	1.46
	1.46
	1.46
	1.47
	1.47
	1.47
	

	Ｓ60.7.1　～　Ｓ61.3.31まで
	
	1.38
	1.38
	1.37
	1.37
	1.37
	1.38
	1.38
	1.38
	1.39
	1.39
	1.39
	

	Ｓ61.4.1　～　Ｓ62.3.31まで
	
	1.35
	1.35
	1.34
	1.34
	1.34
	1.35
	1.35
	1.35
	1.36
	1.36
	1.36
	

	Ｓ62.4.1　～　Ｓ63.3.31まで
	
	1.33
	1.32
	1.32
	1.32
	1.32
	1.32
	1.33
	1.33
	1.33
	1.33
	1.34
	

	Ｓ63.4.1　～　Ｈ元.3.31まで
	
	1.29
	1.29
	1.29
	1.29
	1.29
	1.29
	1.29
	1.30
	1.30
	1.30
	1.30
	

	Ｈ元.4.1  ～  Ｈ2.3.31まで
	
	1.25
	1.25
	1.25
	1.24
	1.24
	1.25
	1.25
	1.25
	1.26
	1.26
	1.26
	

	Ｈ2.4.1   ～  Ｈ3.3.31まで
	
	1.20
	1.20
	1.20
	1.20
	1.20
	1.20
	1.20
	1.21
	1.21
	1.21
	1.21
	

	Ｈ3.4.1   ～  Ｈ4.3.31まで
	
	1.16
	1.16
	1.15
	1.15
	1.15
	1.16
	1.16
	1.16
	1.16
	1.16
	1.17
	

	Ｈ4.4.1   ～  Ｈ5.3.31まで
	
	1.12
	1.12
	1.11
	1.11
	1.11
	1.12
	1.12
	1.12
	1.12
	1.12
	1.13
	

	Ｈ5.4.1   ～  Ｈ6.3.31まで
	
	1.09
	1.09
	1.09
	1.09
	1.09
	1.09
	1.09
	1.09
	1.10
	1.10
	1.10
	

	Ｈ6.4.1   ～  Ｈ7.3.31まで
	
	1.07
	1.07
	1.07
	1.06
	1.07
	1.07
	1.07
	1.07
	1.08
	1.08
	1.08
	

	Ｈ7.4.1   ～  Ｈ8.3.31まで
	
	1.05
	1.05
	1.05
	1.05
	1.05
	1.05
	1.05
	1.05
	1.06
	1.06
	1.06
	

	Ｈ8.4.1   ～  Ｈ9.3.31まで
	
	1.03
	1.03
	1.03
	1.02
	1.03
	1.03
	1.03
	1.03
	1.03
	1.04
	1.04
	

	Ｈ9.4.1   ～  Ｈ10.3.31まで
	
	1.01
	1.01
	1.01
	1.00
	1.00
	1.01
	1.01
	1.01
	1.01
	1.02
	1.02
	

	Ｈ10.4.1  ～  Ｈ11.3.31まで
	
	0.99
	0.99
	0.99
	0.99
	0.99
	0.99
	0.99
	0.99
	1.00
	1.00
	1.00
	

	Ｈ11.4.1  ～  Ｈ12.3.31まで
	
	0.98
	0.98
	0.97
	0.97
	0.97
	0.98
	0.98
	0.98
	0.98
	0.98
	0.98
	

	Ｈ12.4.1  ～  Ｈ13.3.31まで
	
	0.97
	0.97
	0.96
	0.96
	0.96
	0.97
	0.97
	0.97
	0.97
	0.97
	0.97
	

	Ｈ13.4.1  ～  Ｈ14.3.31まで
	
	0.97
	0.97
	0.96
	0.96
	0.96
	0.96
	0.97
	0.97
	0.97
	0.97
	0.97
	

	Ｈ14.4.1  ～  Ｈ15.3.31まで
	
	0.99
	0.99
	0.98
	0.98
	0.98
	0.98
	0.99
	0.99
	0.99
	0.99
	0.99
	

	Ｈ15.4.1  ～  Ｈ16.3.31まで
	
	1.00
	1.00
	0.99
	0.99
	0.99
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	

	Ｈ16.4.1  ～  Ｈ17.3.31まで
	
	1.00
	1.00
	0.99
	0.99
	0.99
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	1.01
	

	Ｈ17.4.1  ～  Ｈ18.3.31まで
	
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	1.01
	1.01
	1.01
	

	Ｈ18.4.1  ～  Ｈ19.3.31まで
	
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	1.01
	1.01
	1.01
	

	Ｈ19.4.1  ～  Ｈ20.3.31まで
	
	1.00
	1.00
	0.99
	0.99
	0.99
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	1.01
	

	Ｈ20.4.1  ～  Ｈ21.3.31まで
	
	1.00
	1.00
	0.99
	0.99
	0.99
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	1.01
	

	Ｈ21.4.1  ～  Ｈ22.3.31まで
	
	－
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	1.01
	1.01
	

	Ｈ22.4.1  ～  Ｈ23.3.31まで
	
	－
	－
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	1.00
	1.01
	1.01
	1.01
	1.01

	Ｈ23.4.1  ～  Ｈ24.3.31まで
	
	－
	－
	－
	1.00
	1.00
	1.00
	1.01
	1.01
	1.01
	1.01
	1.01

	Ｈ24.4.1  ～  Ｈ25.3.31まで
	
	－
	－
	－
	－
	1.00
	1.00
	1.01
	1.01
	1.01
	1.01
	1.01

	Ｈ25.4.1  ～　Ｈ26.3.31まで
	
	－
	－
	－
	－
	－
	1.00
	1.01
	1.01
	1.01
	1.01
	1.01

	Ｈ26.4.1  ～　Ｈ27.3.31まで
	
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	1.00
	1.01
	1.01
	1.01
	1.01

	Ｈ27.4.1  ～  Ｈ28.3.31まで
	
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	1.00
	1.00
	1.00
	1.01

	Ｈ28.4.1  ～  Ｈ29.3.31まで
	
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	1.00
	1.00
	1.00

	Ｈ29.4.1　～　Ｈ30.3.31まで
	
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	1.00
	1.00

	Ｈ30.4.1　～　Ｈ31.3.31まで
	
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	1.00

	Ｈ31.4.1　～　Ｒ2.3.31まで
	
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－


	
	支給すべき年金の属する期
	
	R3.4.1
	R4.4.1
	R5.4.1

	
	年金たる補償を支給すべき事由が

生じた日の属する期間の区分 
	 
	～
	～
	～

	
	
	
	 R4.3.31
	R5.3.31
	 R6.3.31

	Ｓ60.6.30以前
	1.47
	1.47
	1.47
	

	Ｓ60.7.1　～　Ｓ61.3.31まで
	
	1.39
	1.39
	1.39
	

	Ｓ61.4.1　～　Ｓ62.3.31まで
	
	1.36
	1.36
	1.36
	

	Ｓ62.4.1　～　Ｓ63.3.31まで
	
	1.34
	1.34
	1.34
	

	Ｓ63.4.1　～　Ｈ元.3.31まで
	
	1.30
	1.30
	1.30
	

	Ｈ元.4.1  ～  Ｈ2.3.31まで
	
	1.26
	1.26
	1.26
	

	Ｈ2.4.1   ～  Ｈ3.3.31まで
	
	1.21
	1.21
	1.21
	

	Ｈ3.4.1   ～  Ｈ4.3.31まで
	
	1.17
	1.17
	1.17
	

	Ｈ4.4.1   ～  Ｈ5.3.31まで
	
	1.13
	1.13
	1.13
	

	Ｈ5.4.1   ～  Ｈ6.3.31まで
	
	1.10
	1.10
	1.10
	

	Ｈ6.4.1   ～  Ｈ7.3.31まで
	
	1.08
	1.08
	1.08
	

	Ｈ7.4.1   ～  Ｈ8.3.31まで
	
	1.06
	1.06
	1.06
	

	Ｈ8.4.1   ～  Ｈ9.3.31まで
	
	1.04
	1.04
	1.04
	

	Ｈ9.4.1   ～  Ｈ10.3.31まで
	
	1.02
	1.02
	1.02
	

	Ｈ10.4.1  ～  Ｈ11.3.31まで
	
	1.00
	1.00
	1.00
	

	Ｈ11.4.1  ～  Ｈ12.3.31まで
	
	0.98
	0.98
	0.99
	

	Ｈ12.4.1  ～  Ｈ13.3.31まで
	
	0.97
	0.97
	0.98
	

	Ｈ13.4.1  ～  Ｈ14.3.31まで
	
	0.97
	0.97
	0.98
	

	Ｈ14.4.1  ～  Ｈ15.3.31まで
	
	0.99
	0.99
	1.00
	

	Ｈ15.4.1  ～  Ｈ16.3.31まで
	
	1.00
	1.00
	1.01
	

	Ｈ16.4.1  ～  Ｈ17.3.31まで
	
	1.01
	1.01
	1.01
	

	Ｈ17.4.1  ～  Ｈ18.3.31まで
	
	1.01
	1.01
	1.01
	

	Ｈ18.4.1  ～  Ｈ19.3.31まで
	
	1.01
	1.01
	1.01
	

	Ｈ19.4.1  ～  Ｈ20.3.31まで
	
	1.01
	1.01
	1.01
	

	Ｈ20.4.1  ～  Ｈ21.3.31まで
	
	1.01
	1.01
	1.01
	

	Ｈ21.4.1  ～  Ｈ22.3.31まで
	
	1.01
	1.01
	1.01
	

	Ｈ22.4.1  ～  Ｈ23.3.31まで
	
	1.01
	1.01
	1.01

	Ｈ23.4.1  ～  Ｈ24.3.31まで
	
	1.01
	1.01
	1.01

	Ｈ24.4.1  ～  Ｈ25.3.31まで
	
	1.01
	1.01
	1.01

	Ｈ25.4.1  ～　Ｈ26.3.31まで
	
	1.01
	1.01
	1.01

	Ｈ26.4.1  ～　Ｈ27.3.31まで
	
	1.01
	1.01
	1.01

	Ｈ27.4.1  ～  Ｈ28.3.31まで
	
	1.01
	1.01
	1.01

	Ｈ28.4.1  ～  Ｈ29.3.31まで
	
	1.00
	1.00
	1.01

	Ｈ29.4.1　～　Ｈ30.3.31まで
	
	1.00
	1.00
	1.00

	Ｈ30.4.1　～　Ｈ31.3.31まで
	
	1.00
	1.00
	1.00

	Ｈ31.4.1　～　Ｒ2.3.31まで
	
	1.00
	1.00
	1.00

	Ｒ2 .4.1　～　Ｒ3.3.31まで
	
	－
	1.00
	1.00

	Ｒ3 .4.1　～　Ｒ4.3.31まで
	
	－
	－
	1.00


注  1 （注）この早見表は、法第2条第9項（平成3年3月31日までは則附則第4条の9）及び則第3条第4項の規定に基づき

総務大臣が定める率をまとめたものである。

2   則第3条第4項の計算を行う際にこの早見表を使う場合には、表中「支給すべき年金」とあるのは「補償事由発生日」と、「年金たる補償を支給すべき事由が生じた日」とあるのは「災害発生の日」と読み替える。

公務災害・通勤災害認定請求





医療機関には、公務・通勤災害の認定請求をする旨を話し、療養費の請求を一時保留してもらう。


原則として共済組合員証は使用しない。


診断書は傷病名のほか、初診日及び療養見込期間を記入してもらう。





必要に応じて事実調査、医学的意見を聴取する。


脳、心臓、精神事案等は本部協議





認定基準に基づき認定。





医療機関で受診





特に重大・異例な事案（死亡、脳・心臓、精神事案等）については速やかに基金へ報告





その他、事務処理が困難な事案については基金へ相談





認定通知書を送付





受理、内容審査





適宜、任命権者へ事務処理方法等について助言





認定請求者あての通知書の送付





認定請求者あての通知書の送付





認定通知の受理





認定結果（公務外認定及び通勤災害非該当認定の場合を含む。）を医療機関・薬局等へ連絡





基金に対する補償請求





所属へ事故の報告





認定請求書の提出





認定請求書の作成





公務・通勤災害の認定基準に該当するかを検討





認定請求書の作成への協力





任命権者へ事故の報告





被災職員の請求意思の確認、指導


認定請求に必要な用紙を被災職員に交付


認定請求用紙は長野県支部ホームページに掲載


事実の調査、書類の調整





医療機関・薬局等への連絡及び補償請求を指示








所属長の証明を付して任命権者に送付





事実関係を十分調査


認定請求書、添付資料に不備があれば補完させる。





任命権者の意見を付して基金へ送付





　１　所属、任命権者及び基金長野県支部とも行政手続法との関係で、迅速な事務処理が求められています。


　２　再発・傷病名追加の認定請求の場合も同様の流れで処理されます。





補償請求（福祉事業申請）





〔指定医療機関で受診した場合〕





療養の給付請求書


（様式第５号）の提出





療養補償請求書の提出





療養補償請求書（様式第６号）の療養内容等の記入・証明の依頼





〔その他の医療機関で受診した場合、自己負担した場合〕





療養費請求書送付





基金へ送付





診療内容等の記入・証明





傷病等級第１～３級に該当するか否かを決定（請求不要）





基金へ送付





請求者あての通知書の送付





基金へ送付





傷病補償年金等の支払い





傷病等級に関する決定通知書又は傷病補償年金決定通知書の送付





受　理





療養補償費の支払い





療養補償決定通知書等の送付





療養補償の決定





受理、内容審査





受理、内容審査





受　理





必要な添付書類は135ページ参照





記載方法…………133ページ参照





療養の現状等に関する報告書（様式第38号）の傷病の現状等に関し医師の証明を依頼





療養の現状等に関する報告書の提出





受　給





受　領





傷病の現状等に関する証明





受　給





療養開始から1年６か月経過した日において傷病が治っていない場合（同日から１か月以内に提出）





受　給





受　領





被災職員あての通知書の送付





・ 障害等級は187ページ


　 参照





治ゆ（症状固定）�報告書の提出





受　給





障害補償年金請求書又は障害補償一時金請求書を提出





残存障害診断書の作成を医師に依頼





被災職員へ送付





受　領





受　領





治ゆの確認


治ゆ（症状固定）報告書の交付、指導


肝炎等の経過観察期間については、特に留意





残存障害診断書の作成





平均給与額の算定書を付して基金へ送付





障害補償請求書及び必要書類の作成指導





被災職員へ送付





基金へ送付





受　理





治ゆ認定通知書の送付





障害がある場合、障害補償請求用紙を送付





受理、内容審査





障害補償年金・一時金の支払い





障害補償決定通知書の送付





請求者あての決定通知書を送付





受　領





１　上記は一般的な手続の流れです。


休業補償・介護補償・遺族補償及び葬祭補償等の請求、福祉事業の申請がありますので、各補償等の事由に該当したときは、請求（申請）を指導してください。（第1章、2、(1)参照）


２　◎印療養の現状報告及び治ゆ（症状固定）報告については、後記第4章、1及び2を参照の上、適切な指導をしてください。


３　各種の補償の決定についても、行政手続法との関係で、所属、任命権者及び基金長野県支部とも迅速な処理が求められています。（第5章、3参照）


４　「治ゆ」とは、傷病が完全に治った場合だけでなく、症状が固定し、もはや医療効果が期待できなくなり、対症療法に入った場合も含みます。（第4章、1、(1)77ページ参照）





①療養の給付請求書





②療養費請求





③支　払





被災職員





指定医療機関





基金支部





 被　災　職　員





その他の医療機関


（診療内容記入）





所　属





任命権者





④支　払





 基　金　支　部





請求書記入依頼


　（受領を委任）





②





③療養補償請求





 被　災　職　員





医療機関（診療内容記入及び証明）





所　属





任命権者





 基　金　支　部





①請求書記入、証明依頼


②








④支　払





③療養補償請求


（領収書を添付）





平均給与額＝





災害発生の日の属する月の前月末日から起算


して過去3か月間に支払われた給与の総額


　　　　　　その期間の総日数





　7月





　8月





　9月





10月9日





災害発生





×





（算定期間）





(例)





平均給与額＝





7 , 8, 9の各月に支払われた給与の総額





算定期間の総日数





（算定期間）





 7月20日





　8月





　9月





10月9日





×





  採用





災害発生





平均給与額＝





過去3か月間に日、時間又は出来高


払制によって支払われた給与総額





過去3か月間の勤務した日数


（有給休暇・国民の休日含む）





×





60





100





過去3か月間に支払われたその他の給与





過去3か月間の総日数





＋





過去3か月間の勤務した日数


（有給休暇・国民の休日含む）





平均給与額＝





過去3か月間に支払われた


給 与 総 額





×





60





100





平均給与額＝





過去3か月間に支払


われた給与総額





過去3か月間の総日数





－





－





控除事由により勤務しなかった


期間の給与額





控除事由により勤務しなかった


期間の日数





平均給与額＝





初めて給与を受けるに至った日から災害発生日までの給与総額





　　　　　　　　　　　〃　　　　　　　　　    の総日数





平均給与額＝





控除事由がやんだ日から災害発生日までの給与総額





　　　　　　　〃　　　　　　　　　 の総日数





平均給与額＝





採用の日から災害発生日までの給与総額





　　　　　　　〃　　　　　　　　　 の総日数





平均給与額＝





災害発生の日において被災職員に決定されていた基本的給与の額





30





給与の日額　×　注日数





平均給与額＝





30





平均給与額＝





補償事由発生日における基本的給与の額





30





平均給与額＝





災害発生の日を補償事


由発生日とみなして計


算した平均給与





×





災害発生日の属する期　


間の区分に応じて総務


大臣が定める率





平均給与額＝





補償事由発生日における基本的給与の額





30





災害発生時における基本的給与の額





災害発生日の属する期


間の区分に応じて総務


大臣が定める率





平均給与額＝





×





30





年 金 ス ラ イ ド 率 及 び 適 用 年 月 日
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